





















































（ 2 ）　但見亮「物権法草案違憲論争の諸相」中国研究月報61巻11号、 3 頁以下参照。

























第 1 次改正草案で排除されていた「経済発展」が、第 2 次草案では復活し
ており、早くも「後退」したとして、厳しい批判を集めた。そして、同年








































































































































































































































































































































─「中国裁判事例研究」の始にあたり」比較法学43巻 3 号、2010年 3 月、徐行「現
代中国における訴訟と裁判規範のダイナミックス（ 1 ） ～ （ 5 ・完）司法解釈と指

































（29）　中国語の［跳単］について、但見亮ほか「最高人民法院指導性案例 1 ～ 8 」比
























































































導性案例の第 1 弾の 1 つとして公表した。
　以上のような経緯の中で、2010年12月20日公表された 4 件の指導性案例














40巻 4 号、615─616頁、2012年、但見亮ほか「中国裁判事例研究（ 7 ）最高人民法院
指導性案例 1 ～ 8 」比較法学46巻 3 号、2013年 3 月、343─345頁〔但見亮〕があり、
両者とも簡単な評釈・コメントが付されていて参考になる。

























































































件のように X 会社の情報も確実に利用した（X 会社が Y を伴って内覧をし
ている）のであれば、そこでは仲介報酬支払の一部の分配義務などを考え



















































（52）　事案の概要は以下の通り。Y 1 は、Y 2 が所有する本件土地をレストランまた
はドライブインとして使用する為に更地として取得できるよう X に仲介を依頼し
た。これに応じて本件土地を売却する旨の承諾を得、かつ、売却が成功したときに
は報酬として Y 2 が X に35万円支払う旨の約定を取り付けた。しかし、X が Y 2
と売買価格の最終的な調整に入ったところ折合いがつかなかったので、土地の実測
後改めて協定することとした。ところが、その頃すでに Y 1 は、X に仲介を依頼し

















除したした後に売買）。判旨は、Y 1 と Y 2 との間において成立した本件土地売買
契約は、成立時期において、X の仲介斡旋活動と時期を接しているのみならず、
その売買価額においても、X の仲介活動によりあと僅かの差を残すのみで間もな
く合意に達すべき状態であつたところ、X が Y 1 と下相談した価額を上廻る価額で
成立しているのであるから、Y 1 および Y 2 ら契約当事者双方は、X の仲介によつ
て間もなく契約の成立に至るべきことを熟知しながら、X の仲介による契約の成
立を避けるため X を排除して直接当事者間で契約を成立させたものであつて、Y 1
















































































































人民法院の司法解釈（ 1 ）」国際商事法務44巻 4 号、藤本一郎「物権法司法解釈
（一）について」、同「物権法司法解釈（一）について（続報）」JCA ジャーナル63
巻 1 号、 5 号がある。。
（61）　長友昭「中国における農村土地請負経営権の流通に関する事例」比較法学44巻

































































































































































































































































（76）　たとえば2009年 6 月27日に採択され、2010年 1 月 1 日から施行された農村土地
請負経営紛争調停仲裁法の制定は、その一例である。
（77）　権利証については、長友昭「中国における農村の土地請負経営権の権利帰属確





























































































































































































5 ・ 6 号、2011年、48頁以下参照。








※ 本研究は JSPS 科研費26870591の助成を受けた研究成果の一部である。
